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贈与課税制度の改正について 

2024 年 1 月 1 日以後の贈与について下図のように改正されます。 

 
※2024 年以後に相続が開始した場合の加算期間は以下の通りです。 

 



 
 

 
これまで毎年暦年贈与により相続対策を行っていたケースにおいては、加算期間の延長は影響の大きい改

正内容と言えます。２０２３年中の贈与であれば、改正前の３年となるため２０２３年中の駆け込み贈与が

増えるものと推測致します。ただし、この暦年贈与の加算対象者は、従前と変わらず相続又は遺贈により財

産を取得した者と規定されており、暦年贈与で贈与を受けた者に対して相続時に財産を受け取らないように

すれば加算対象外となるため、相続人以外の者(孫、子の配偶者など)への贈与も含めて計画的な暦年贈与が

必須かと思われます。 

また、相続時精算課税制度の改正については、新しく１１０万円の非課税枠が設けられました。この非課

税枠内の贈与であれば、加算対象外となるため１１０万円以下での生前贈与や、相続税がかからない財産規

模であれば相続時精算課税贈与の方が有効となり得るかと思われます。例えば、父親からの贈与は一定規模

の暦年贈与、母親からは毎年１１０万円の相続時精算課税贈与を受けるということも考えられるかと思いま

す。 

 

 
 [ 担当：野口 健一 ] 


